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Ⅰ．問題の所在

本稿の「問題の所在」は次の通りである。（1）

日本政府内閣府沖縄担当部局の公式パンフ

レット（以下、パンフ）である『沖縄の振興』

の記述と掲載地図の内容に初歩的で深刻な地

理的事実の誤認があること。（2）この誤りが

国会答弁等にも受け継がれ、沖縄への誤った

地理的認識が政府の公式見解として流布され

ていること。（3）こうした状況に対して、政

府に批判的な研究者や政治家を含め、沖縄問

題に携わる関係者が沈黙または誤りの放置・

拡散に与していること。

本研究は、こうした問題が表出するに至っ

た経緯と要因を、政府刊行物や国会議事録等

から検討し、明らかにすることを目的とする。

以下、Ⅱでは問題（1）の内閣府沖縄担当部

局ならびに沖縄担当大臣の沖縄に関する地理

的事実の誤認の実態の事実確認を行う。Ⅲで

は、（2）（3）に関して、日本の国会やアメリ

カ議会の議事録を中心に、沖縄に関する地理

的事実の誤りが継承・拡散されてきた過程を

問う。Ⅳでは、沖縄に関する地図や地理的言

説の検討対象を沖縄側から発信されたものに

も広げる。Ⅴでは以上の知見を総括しつつ、

今後の検討課題を述べる。

Ⅱ．日本政府の地理的事実の誤認の実態

1．『沖縄の振興』での地理的事実の誤り

日本国政府は、『沖縄振興開発特別措置法』

（1971 年）とそれを継承した『沖縄振興特別

措置法』（2002 年）に則り、国の責務として

半世紀にわたり沖縄振興政策を遂行してき

た。現在の責任部署は内閣府の沖縄担当部局

で、「総理大臣と沖縄及び北方政策担当大臣

の強いリーダーシップの下、政府全体を通じ

た振興策を推進」1）している。

内閣府のホームページに行くと、日本政府

の沖縄政策について「まずはこちらをご覧く

ださい」とパンフが紹介される（第 1 図）2）。

すなわち、当該パンフ『沖縄の振興』（最初

の版は 2004 年刊行、2020 年 3 月現在の最新

は 2017 年度版）は、政府の沖縄政策につい

て、主権者たる国民や当事者の沖縄県民に説

明する最も重要な公文書に位置づけられる。

日本の政治家・政府の沖縄に関する地理的認識の歪み

―政府刊行物の地図と国会での言説の分析を中心に―

近　藤　暁　夫 *

* 愛知大学文学部

キーワード：沖縄、地理的認識、地図、地政学、プライス勧告、内閣府沖縄担当部局、国会議事録

Key words： Okinawa Island, Geographic Recognition, Maps, Geopolitics, The Price Report, “Okinawa General 

Bureau, Cabinet Office”, The Diet Record



近　藤　暁　夫

14

『沖縄の振興（2017 年度版）』3）は 26 頁か

らなり、巻頭（2 頁）に「沖縄の概況」が記

載されている（第 2 図）。各種沖縄政策の前

提となる沖縄の地勢を説明する、パンフの最

も基礎的な部分にあたる。冒頭に地勢の解説

を入れるのは、根拠法である『沖縄振興特別

措置法』の第二条が「国及び地方公共団体は、

沖縄の振興に関する施策の策定及び実施に当

たっては、沖縄の地理的及び自然的特性を考

慮」4）する旨規定していることからも当然と

言える。しかしながら、そこの記述と地図に

は、本来政府が犯してはならない水準の地理

的事実との齟齬が露呈している。

第 2図に示した 2枚の地図（ここでは便宜

的に「東アジアの中心」と題された図を A 図、

「広大な海域」と題された図を B 図と呼ぶ）

ならびに本文記述の問題点を列挙する。（1）

正距方位図法で描画されていないにも関わら

ず、那覇を中心とした等距圏が正円で描かれ

ている（A 図）。（2）東京が神奈川県西部に

描画されている（A 図）。（3）九州や奄美大

島の位置が違う（B 図）。（4）上海・福州・

香港の位置が違う（A 図）。（5）済州島がな

いなどアジア大陸部の描写が雑である（A

図）。（6）中国大陸が抹消されている（B 図）。

（7）那覇から約 1,550 km 離れた位置にある

東京が「那覇から 1,500 km 圏内にある」と

記述されている（本文）。（8）これらの誤り

第 1図　内閣府「沖縄政策」のトップページ（2020 年 3 月 17 日現在）

・内閣府ホームページ（https://www8.cao.go.jp/okinawa/）から転載。原図はカラー。
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が含まれているにも関わらず、『沖縄の振興』

の初版が 2004 年に刊行されて以来、今日に

至るまで 15 年以上訂正されていない。

問題点（1）の段階で、すでに本図は科学

的な地図とみなせない（参考までに那覇を中

心とした正距方位図法による地図を第 3図と

して示す）。非科学的な地図を公式パンフに

堂々と掲載しているのは、田代（2016）が述

べるように、日本政府に「地図に対する関心、

配慮が無く、出来上がった地図をチェックす

る体制もない」5）ことの例証だろう。

しかし、いくら地図を扱う力量が低いにし

ても、内閣府沖縄担当部局が立地する東京の

位置も正しく表現できない問題点（2）は酷い。

東京 23 区に居住する小学高学年の児童に日

本の白地図を渡して東京の位置を答えさせて

第 2図　内閣府沖縄担当部局編『沖縄の振興』2頁とその誤り

・内閣府沖縄担当部局編『沖縄の振興　2017 年度版』2頁（75％に縮小）の一部を転載し加筆。
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も、大多数の児童は本図よりは正しく答える

だろう。

奄美大島や九州が実際よりも約 100 km 南

にずれた位置に描かれている問題点（3）も、

政府が国土を正確に把握できていないという

以上の問題をはらむ。沖縄担当部局の政策対

第 3図　那覇中心の正距方位図法で示した沖縄周辺の位置関係

・正距方位図法での作図には ArcMap10.2 を用いた。
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象は沖縄県域だが、歴史的には奄美諸島も沖

縄（琉球）に含まれてきた。島津藩等九州地

方と沖縄（琉球）の歴史的関係も改めて解説

するまでもない。奄美や九州との位置関係に

ついても碌に考慮しないで果たして「沖縄政

策」が成立するのだろうか。また、A 図と B

図を見比べれば、両者は明らかに矛盾してい

る（A 図では那覇からの 500 km の円が屋久

島の南を通っているが B 図では屋久島と種

子島の間を通っている）ことに簡単に気づく。

この程度の基本的なチェックもないままで、

「本冊子を、沖縄の振興への御理解・御関心

を深める契機としていただければ幸い」6）な

どと国民に広報しているのは、不誠実な態度

だと指摘せざるをえない。

問題点の（4）（5）（6）も、パンフの「成

長するアジア地域との地理的近接性などの潜

在力を持つ沖縄」（1 頁）、「沖縄は東アジア

の中心」（2 頁）という言辞とは裏腹の杜撰

さである。本当に日本政府がアジア、特に東

アジア諸国との連携を通した沖縄の振興を望

むのなら、パートナーたるべきアジアの各地

域の地理的位置等の基礎的記載については的

確であらねばならなかったと言えよう。

以上は地図的表現の正誤に限られたものだ

が、問題点（7）はこれら杜撰な地図が単に

内閣府の作図能力の低さによるものではな

く、地理的認識自体の誤りが投影された結果

であることを如実に物語っている。地理的事

実として、那覇と東京間の距離は 1,554 km 7）

であり、『地理院地図』で確かめても、那覇

市域のどの地点からも多摩地域等東京都の本

州部への距離は 1,500 km を超える8）（神津

島や小笠原諸島など一部島嶼は 1,500 km 圏

内に含まれる）。

『圏内』とは「ある限られたくぎりの内」（『新

選漢和辞典　Web 版』）「輪の内側」（『日本

国語大辞典』）を指す言葉であるとすれば、「那

覇を中心に描いた半径 1,500 km の円」とい

う厳密な区切りが示されている以上、ここで

の「1,500 km 圏内」は那覇市から 1,500 km

以内の距離の範囲でしかない。定義上

1,501 km や 1,599 km の地点が「1,500 km 圏

内」に含まれることはなく、当然東京も那覇

の 1,500 km 圏内にはない。

「『そもそも』に『基本的』という意味があ

る」9）など珍妙な閣議決定を繰り返す今日の

日本政府ならば、今後「東京は那覇の1,500 km

圏内にある」などと言い出すかもしれないが、

それは問題にならない。政府がどう取り繕お

うが物理的に東京が那覇方面に 50 km 以上

移動はしない。そして、東京と沖縄の位置関

係も理解していない主体が沖縄政策を立案し

ていたという事実も動かない。

以上に指摘した問題点（1）～（7）は

2004 年の初版10）の段階ですでにあったにも

関わらず、2020 年現在も誤りが放置され続

けている問題点（8）は、日本政府の自浄能

力の欠如を示すものとして最も深刻である。

東京の位置を正しく答えられない小学生で

も、15 年も経てば東京の位置程度は答えら

れるように成長しているだろうに、不思議な

ことだ。

2．政府答弁における地理的事実の誤り

2014 年 3 月 12 日の衆議院沖縄及び北方特

別委員会で、山本一太沖縄及び北方政策担当

大臣（以下、沖縄担当大臣）は「那覇市を中

心に千五百キロの円を描くと、この圏内に香

港、マニラ、ソウル、東京が入るということ

で、地理的には東アジアの中心に位置してお

ります」と、パンフと同じ内容の答弁をして

いる。政府公式のパンフ『沖縄の振興』と政



近　藤　暁　夫

18

府答弁が今日まで訂正されていないという事

実は、日本政府は沖縄（那覇）と東京の位置

関係を理解していないまま沖縄政策を立案し

続けているとの結論を導くに十分である。

これを、たかが地理的事実の誤認や言い間

違いと矮小化することもできよう。しかし、

政府の沖縄振興政策の根拠法『沖縄振興特別

措置法』が、「施策の策定及び実施に当たっ

ては、沖縄の地理的及び自然的特性を考慮」

するよう規定していることを鑑みれば、地理

的な知識に基礎的な部分で誤りがあるという

事実は、彼らの存在理由と政策の前提を崩す

重大事と言わざるをえない。

もちろん、この状況を取り繕うこと自体は

簡単だ。パンフと国会答弁を撤回・訂正すれ

ば一日で「解決」する。しかし、自国の首都

の位置を間違えるというおよそ考えうる中で

最悪水準の地理的誤認を政府が犯し、15 年

以上も放置していたという事実は消えない。

そして、この事実がある以上、事態の原因を

究明し、根本的な反省の上、組織全体の抜本

的な対応が練られなければ、今回取り繕った

としてもまた別の形で最悪水準の錯誤が繰り

返されよう。そこで次章では、過去に遡って

政府の資料や国会議事録等をもとに、どのよ

うな過程でこのような地理的事実の誤認が生

じ、放置され続けてきたのかを探っていきた

い。

Ⅲ．国会での沖縄と東京の位置関係に 

関する言説とその地理的事実との相違

1．アメリカ当局の沖縄（琉球）に関する地

理的知識の誤り

国内の言説を検討する前に、1945 年から

1972 年の間沖縄（琉球）を統治したアメリ

カ側の地理的知識を検証したい。1956年6月、

米議会下院軍事委員会にメルヴィン・プライ

ス議員を団長とする調査団の沖縄（琉球）統

治に関する報告書が提出された。いわゆる『プ

ライス報告（勧告）』である。

この報告書は、現地民政府の政策を全面的

に肯定し、沖縄住民の要望と生活よりも沖縄

の軍事上の利用価値が上回ることを正当化す

るもので、これに反発する沖縄住民の『島ぐ

るみ闘争』の呼び水となった11）歴史的文書

であるが、そこには次のように沖縄（琉球）

の地理についての記述がある。なお、本節の

引用文は岡倉・牧瀬（1969）の訳文を用いる。

また、以下の本稿では引用文中地理的記述に

誤りのある箇所には下線を引き〔〕内に筆者

の注釈を記す。

琉球列島は日本の南西、台湾、フイリッピ

ンの北東、小笠原諸島の西方に位する。これ

ら一連の列島は七百七十五哩の長さにわた

り、百四十の小島からなっている。主な島沖

繩はサンフランシスコから約六千哩、東京か

ら約八百五十哩〔約 1,360 km〕離れた所に位

する〔実際は沖縄島北端の辺戸岬から東京の

国会議事堂まで約 1,464 km 離れている〕。12）

（中略）沖繩本島は中国大陸の東五百哩〔約

800 km。実際には沖縄島西端の大嶺崎から中

国大陸浙江省沿岸までで約 640 km である。

ただし、大嶺崎から真西に飛べば中国大陸福

州付近までは約 800 km ある〕にして東京、

マニラからは約八百二十五哩〔1,320 km。実

際は沖縄島から東京は約 1,500 km、マニラへ

は南端の荒崎からでも約 1,450 km ある〕の

海上に位置し、米国の安全保障のために必要

と考慮される太平洋防衛圏の一つである。13）

そう長くない報告書中で東京－沖縄間の距離

が前段では 850 マイルだったのが後段では
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825 マイルに変化する上に、どちらの値も地

理的事実と齟齬がある。また、中国大陸から

の台湾やフィリピンの防衛上の役割を沖縄に

認めているにも関わらず、その前提となる地

理的位置関係に誤りがある。本報告書は、本

来ならば内容以前に形式上の不備で門前払い

されるべきものであろう。

米当局は、沖縄返還前後を問わず、沖縄を

『太平洋の要石』と評し、その地理的重要性

をもって基地の存在を正当化してきた。米軍

基地を是認する歴代日本政府も基本的に類似

の立場を保っている14）。しかし、その重要

な出発点であるプライス報告（勧告）の段階

で、その論理には前提となるべき地理的知識

に重大な欠陥があったことは見逃すべきでは

ない。

また、プライス議員は 1966 年 4 月 25 日の

アメリカ下院本会議で次のようにも発言して

いる。

琉球列島の全人口は九三万三千人である。

沖繩は面積が約二九万エーカーで、人口は

七三万八千人である。その位置は東京から

九七〇マイル〔約 1,550 km〕、マニラから

九二〇マイル〔約 1,470 km〕、サイゴンから

約一〇〇〇マイル〔約 1,610 km。実際の那覇

－サイゴン間の距離は約 2,790 km〕、中国本

土から四〇〇マイル〔約 640 km〕の地点に

ある。15）

自身がかつて議会に提出した報告書にあった

地理的記述の誤りに頬被りして数値を直して

いる厚顔ぶりは脇に置くとしても、アメリカ

がベトナム問題に介入し（北爆が開始され、

米軍地上部隊が大規模にベトナムに投入され

たのはプライスの議会発言の前年）、沖縄が

米軍の後方拠点として活用されている状況下

で、沖縄－サイゴン（現ホーチミン）間の距

離を千 km 以上も間違えている点は擁護の余

地もない。それどころか、（1）地理的知識が

『プライス報告』時からアップデートされて

いることから、発言に先立って沖縄とアジア

各地の位置関係を確認したと考えられるにも

関わらず、当時のアメリカにおいて最重要事

項のはずのベトナムとの距離に限って大きく

間違えているのは不自然であること、（2）ベ

トナムへの出撃・兵站基地としての沖縄の重

要性が広く認識されるほど、沖縄（琉球）の

専門家たるプライスの立場も強化されるとい

うインセンティブが存在していることを鑑み

れば、プライスが意図的に沖縄とサイゴン間

の距離を過少に述べた可能性も指摘できる。

プライスが単なる地理的知識の足りない愚者

であったのか、意図的に事実を捻じ曲げるこ

ともいとわないデマゴーグであったのかを、

これらの発言だけから決定することはできな

い。いずれにせよ、多くのアメリカ兵が戦場

に送り込まれ、後方基地として沖縄の人々が

戦争に加担させられ、南北ベトナムをはじめ

とするアジアの人々が戦争の惨禍に巻き込ま

れていたその時、アメリカ下院本会議という

最高度の意思決定機関では沖縄やベトナムに

対する杜撰な地理的知識を背景にした議論が

行われていたことは、アメリカ議会史上の汚

点として記録されるべきであろう。

さらに、1968 年 3 月 25 日には、アメリカ

下院歳出委員会活動小委員会にて、第 5代琉

球列島高等弁務官バスマン中将が次のような

発言を行っている。

琉球列島、なかでも沖繩本島が太平洋の礎

石であるとされるには、それ相応の理由があ

る。同島は中国大陸の沿岸から約五百六十キ

ロ〔実際は最短でも約 640 km〕の海上に位

置している。（中略）すなわち合衆国がこの
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方面の地域での公約を実施に移す場合、同島

の位置は戦略的にまことに理想的な前進基地

の役割を果たしている。16）

これら、プライス報告や琉球政府高官の発言

の地理的事実との齟齬に、言葉尻を捕らえる

ものだと目を瞑るのは簡単だ。しかし、アメ

リカ自身が構築した米軍基地の沖縄配置を正

当化する『太平洋の要石』論が、沖縄の地理

的重要性を根拠とするものであった以上、そ

こに内在する地理的知識の欠如は、論理の正

当性を根底から失わせるものだと言えよう。

少なくとも、これらの言説は、アメリカ側に

とって沖縄（琉球）は正当な科学的知識をもっ

て理解し尊重すべき対象ではなく、自分の都

合のいいように解釈し利用する相手でしかな

かったことの例証には十分である。また、そ

の後の日本の国会での言説や『沖縄の振興』

にも共通する、沖縄の地理的な優位性を述べ

るときにアジアの諸地域との距離を（意図的・

非意図的かに関わらず）過少に表現する傾向

は、すでにこの時期のアメリカ議会にみられ

ていたことも注目に値する。

このような扱いを受けた沖縄の人々が、よ

り深い理解を期待できる相手として、「同胞」

たる日本への復帰を熱望したのは当然だろ

う。問題は、その期待に日本側が応えられた

かどうかである。

2．国会での言説とその地理的事実との相違

『国会議事録検索システム』17）で検索した

ところ、現行憲法下の国会で沖縄（または那

覇）と東京の位置関係、距離について述べた

発言は少なくとも 22 回あることが確認され

た18）。うち、10 回には地理的事実との齟齬

が含まれていた。以下、地理的事実と異なる

発言を中心に、国会関係者の沖縄と東京の位

置関係への認識とその問題点をみてみたい。

最も早く沖縄と東京の位置関係が取り上げ

られたのは、日本共産党の川上寛一（岡山県

出身）が 1963 年に行った質問だが、すでに

誤りが含まれている。

原子力潜水艦の速力は、非常時ならば三十

ノット以上出るでしょう。しかし、普通十五

ノットないし二十ノットであるということ

は、これまた世界周知の事実です。かりに

十五ノットとすると、沖繩から東京まで何ぼ

ありますか。この距離は九百三十五マイル、

千七百二十一キロ〔海里で計算した値。陸の

マイルで計算するとほぼ 1,500 km〕です。片

道二日半かかる。（1963 年 3 月 7 日　衆議院

外務委員会）

潜水艦に関する質問なので早合点したのか

「マイル」を海里（nautical mile）で計算し、

東京から沖縄までの距離を過大に算出してし

まった。初歩的な誤りではあるが、初歩的な

だけに情けないとも言える。

沖縄返還の機運が高まり、沖縄選出議員が

国会に参加し、沖縄問題に関する特別委員会

が開かれるようになると、沖縄の地理的環境

に関する発言も増加する。その嚆矢が自由民

主党の稲嶺進（沖縄出身）の発言である。

沖繩から台湾、九州、韓国、上海は一千キ

ロ以内にございます。また、香港、フィリピ

ン、東京も、沖繩を基点とした場合、等距離

の位置にございます。私は、これがゆえに、

沖繩が米国の西太平洋における戦略上のキー

ストーンとして航空基地となり、兵たん中枢

としての役割りを果たしているものと考える

のでございます。私は、この戦略上のキース

トーンを平和のキーストーンにすることがわ

が国の英知であり使命であると確信するもの

でございます。（1970 年 12 月 16 日　参議院

沖縄及び北方問題に関する特別委員会）
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今日の『沖縄の振興』にもみられるような沖

縄を中心にアジアを同心円的に俯瞰し、その

地理的ポテンシャルに期待する視点が、すで

に沖縄の政治家にあり、その地理的認識がア

メリカ側の『太平洋の要石』論との格闘の中

で築かれていったものであることが読み取れ

る。同じく沖縄出身の國場幸昌（自民党）の

次の発言も同類型のものと言えよう。

沖繩を中心にコンパスを立てて半径二千キ

ロで回しますと、東洋における重要都市は全

部入ってしまうのですよ。それくらいに戦略

上においても重要であるけれども、経済、文

化の交流でも沖繩が最も重要であるというこ

とは、アメリカの統治時代に、また古くずっ

と明治時代以前から、沖繩におけるところの

バジルホールの「沖繩探険記」とかペルリ提

督の問題とか、いろいろ歴史が古いわけなん

です。だから、どうしてわが国がこれを高度

に生かさないかというようなことも、将来に

おいての展望からしますと、やはり沖繩の存

在価値というのは地理的条件、それからしま

して軍事的、戦略的な価値というより、平時

におけるわが国の経済面あるいは文化面にお

いての価値、役割りの方がむしろ重要である。

（1979 年 4 月 18 日　衆議院決算委員会）

しかし、これらの沖縄選出議員の地理的認

識が「本土」の政治家に理解されたかは疑わ

しい。例えば、1977 年、日本社会党の秦豊（愛

媛県出身）は参議院の代表質問で次のように

述べている。

沖繩の地理的な条件、これは、たとえば那

覇－ソウル一千六百キロメートル〔実際は約

1,260 km〕、上海までわずかに八百キロメー

トル、東京－那覇一千六百キロ等の地理的な

条件そのものが沖繩の戦略的な価値を大きく

していることも一つの側面であろうと思いま

す。（1977 年 5 月 18 日　参議院本会議）

万端の準備の上で本会議代表質問という晴れ

舞台で沖縄問題を取り上げたはずが、基本的

な地理的事実の誤認が含まれていた。国権の

最高機関としてはあまりに情けない事態であ

る。ただし、それでも秦は東京と那覇の間の

距離に関しては、今日の日本政府のように

誤ってまではいないことは付け加えておきた

い。

さらに、沖縄については、国会に招致され

る『有識者』が度々出鱈目な地理的知識を披

露していることも見逃せない。1971 年の参

議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会に

招かれた田中直吉公述人（東海大学教授）は、

次のように発言している。

第一に、沖繩の戦略的な地位の重要性につ

いて申し上げたいと存じます。その戦略的な

地位というのは、沖繩の地理的な位置とその

戦略的な環境によって決定されるのでありま

す。すなわち、沖繩の地理的な位置は、御承

知のごとく、東アジア、西太平洋のまん中に

あります〔どこをどう見ても沖縄は西太平洋

のまん中に位置してはいない〕。東京、ソウル、

マニラへは約千五百キロ〔那覇からソウルへ

は約 1,260 km〕、台湾へは大体その半分の距

離にあります。沖繩本島から平壌までが

千四百五十キロ、済南までが千五百五十キロ、

武 漢 ま で が 千 四 百 キ ロ、 広 東 ま で が

千五百五十キロ、いずれも戦闘爆撃機の行動

半径に当たるわけであります。（1971 年 12

月 22 日、参議院沖縄及び北方問題に関する

特別委員会）

「平壌まで 1,450 km」と言う同じ口で、平壌

より南に位置するソウルまで 1,500 km と

言って疑問を感じなかった田中も田中だが、

このような人物を『有識者』として国会に招
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致する方も適格性が問われる。この公聴会で

田中は「私は、沖繩を差別しようとか、そう

いうようなことはひとつも考えておりませ

ん」とも述べているが、沖縄の地理を予習し

て公述に臨まないこと自体が既に差別的な態

度であることに思い至らなかったようだ。

1996 年の国会でも、『有識者』の阪中友久

（青山学院大学教授）が出鱈目な地理的認識

を垂れ流しながら、「沖縄の地理的重要性」

について自説を開陳している。

私は沖縄の特性というのは三つあると思い

ます。

一つは、戦略的位置でございます。沖縄を

基点にして千五百キロの半径で円を描きます

と、東京、ピョンヤン、北京〔沖縄から北京

までの距離は約 1,800 約 km〕、ハノイ〔沖縄

からハノイまでの距離は約 2,300 km〕、マニ

ラが全部入るわけでございまして、この地理

的特性というのはなかなかアメリカの戦略に

とっては変えがたい点だと思います。（1996

年 5 月 15 日　参議院国際問題に関する調査

会）

言葉尻を捕らえるようではあるが、研究者に

とって自身の知見を国会の場で披露できる機

会は非常な光栄19）というべきで、最大限の

準備をして臨んでいるだろう。しかも、沖縄

の「地理的特性」について述べているのだか

ら、地理的事実の正確性については万全の用

意がなされていなければならない。それにも

関わらず、基礎的な地理的事実を無視して「地

理的」な言説を開陳している事実を鑑みれば、

田中20）や阪中21）は『有識者』の顔をしな

がら正体は科学的事実の尊重よりも別の何か

を優先する曲学阿世の徒であったと批判され

なければならない。また、このような俗物を

『有識者』として招致する国会の側の見識も

厳しく問われる。

国会議員や有識者でこの程度だから、政府

の答弁にも地理的事実を軽視したものが出て

くるのは自然である。例えば、1988 年、沖

縄開発政務次官の岡野裕（自民党、福島県出

身）の答弁がある。

大臣からもお話がありました海邦国体、東

京から千七百キロも離れているところ〔国体

のメイン会場は国会議事堂から約 1,540 km〕

であれだけ大きな成果をおさめたということ

は、県民百二十万の皆さんが本当にこれで自

信を深められたのではないかな。（1988 年 3

月 24 日　衆議院沖縄及び北方問題に関する

特別委員会）

「僻地の沖縄にしてはがんばった」とでも言

いたげな態度からは「本土」の政治家と官僚

（岡野は元郵政官僚）の傲慢さが感じられる

が、実際は自身の不見識を晒しただけである。

もちろん、沖縄と東京との位置関係もわから

ない以上、沖縄に関する公職に就くべきでは

なかった人物であり、これは岡野を選んだ政

府全体の責任であろう。

このように、「本土」の政治家や有識者が

珍妙な地理的認識を国会で開陳している一方

で、沖縄出身の政治家にも、地理的事実に基

づかない発言が散見される。まず、沖縄開発

庁長官や国土庁長官も経験した沖縄屈指の大

物政治家である上原康助（社会党→民主党）

の発言をみよう。

せんだって、私、南大東島に足を運んでみ

たわけです。本当に絶海の孤島ですね。聞き

しにまさる不便があるわけです。（中略）こ

ういう離島で勤務をしている――沖繩本島か

ら約四百二十キロ離れている。本土から、東

京からすると二千キロ前後〔東京から南大東

島までの距離は約 1,360 km。東京から那覇経
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由で南大東島までの距離の意味なのかもしれ

ないが、それでも舌足らずであることは否め

ない〕でしょう。（1976 年 10 月 21 日　衆議

院内閣委員会）

陸続きであるところと東京から千六、七百

キロも離れているところ〔沖縄島の話をして

いるが、沖縄島で東京から 1,600 ～ 1,700 km

離れている地点はない〕とは違うのですよ。

（1987 年 8 月 19 日　衆議院沖縄及び北方問

題に関する特別委員会）

上原は沖縄が本土に比べて後進地であり僻地

であることを認めた上で、それゆえに積極的

な振興策の必要性を訴える立場だが、そのよ

うな議論が正確な地理的事実を踏まえた上で

なされるべきであることには注意を払ってい

ないようである。実際よりも沖縄を遠ざける

ほど卑屈に出る態度は、かえって沖縄のため

になるものではない。

上原とは逆の方向性で誤った地理的言説を

開陳しているのが自民党の宮里松正である。

沖縄は、そのような国際情勢の中にありま

して、日本列島の南の端九州〔那覇から佐多

岬は約 600 km、門司までは約 910 km〕と上

海〔那覇から約 820 km〕、広州〔那覇から約

1,500 km〕、台湾〔那覇から台北は約 640 km、

高雄なら約 850 km〕、マニラ〔那覇から約

1,470 km〕がほぼ同じ距離であります。東京

〔那覇から約 1,550 km〕と北京〔那覇から約

1,850 km〕、ソウル〔那覇から約 1,260 km〕

あ る い は シ ン ガ ポ ー ル〔 那 覇 か ら 約

3,750 km〕、マレーシア〔那覇からクアラル

ンプールは約 3,770 km〕等々がほぼ同じ距離

であります。そのような地理的条件を生かし

たこれからの貢献もいよいよ可能になってく

る、こういうふうに思います。（1991 年 10

月 2 日　衆議院沖縄及び北方問題に関する特

別委員会）

一見沖縄の地理的ポテンシャルを強調し、振

興のビジョンを示しているようだが、その実

科学的な事実の裏付けは全くなく、ビジョン

というよりも誇大妄想に近い。国権の最高機

関でこのような出鱈目を堂々と開陳して予算

を得ようとする姿勢は、政治家というよりも

詐欺師のそれである。

誇大妄想という点では、維新の党の儀間光

男の発言も同様であろう。

最後の質問を先にさせていただきたいと思

います。それは沖縄関係の問題ですから、質

問通告を知った沖縄の支持者から、おまえ、

これは逃したらいかぬから先にこれをやっち

まえということがあったことですから、大事

な有権者、支持者に応えるという意味で先に

させていただきたいと思います。（中略）御

指摘のとおり、沖縄は地政学的に見ると、日

本の国の南西の果てなんですけれど、アジア

を中心に見ているというと、まさにへそ的存

在に位置する。コンパスの軸を那覇に立てて

千五百キロぐるりと巻いてみると、東京入っ

て〔那覇と東京の距離は約 1,550 km〕北京入っ

て〔那覇と北京の距離は約 1,850 km〕、ずうっ

と福建省から台湾はもとよりフィリピン近く

まで行く〔マニラをはじめルソン島の大部分

は那覇の 1,500 km 圏内に入るため「近くま

で行く」という表現は不適切〕んですね。そ

このマーケットたるや五十億、六十億マー

ケット〔この数値が何を指すのかは不明だが、

人口ならありえない数であり通貨（円やド

ル）なら少なすぎる〕だと言われているんで

すね。（2014 年 11 月 12 日　参議院地方創生

に関する特別委員会）

これは先の『沖縄の振興』にある那覇を中心

に 1,500 km 圏内云々の記述を下敷きにして
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いると考えられるが、その誤りを正すどころ

か更に悪化させている。選良にふさわしい見

識を備えているとは到底言えないが、このよ

うな妄言を後押しする「沖縄の支持者」もい

たことが示唆されており、根本的な問題は有

権者の意識なのかもしれない。

ここまで、国会での政府・議員・有識者に

よる発言の誤りを批判してきたが、地理的事

実に合致した発言ももちろん少なくない。

2002 年 7 月 12 日、参議院沖縄及び北方問題

に関する特別委員会での尾身幸次沖縄担当大

臣の答弁はその代表にあげられる。

距離的には、沖縄は、東京への距離が

千五百五十キロでございまして、フィリピン

のマニラとの距離が千四百八十キロ、上海へ

八百二十キロということで、非常にやっぱり

アジアの中心に位置している。

ここで披露されている二地点間の距離は、地

球儀と巻き尺を用いれば中学生でも測定可能

なものであり、大臣が正解したから褒められ

るようなものではない。「アジアの中心に位

置」という地理的認識自体も科学的な裏付け

が希薄なことは否めない。それでも 2002 年

の段階では、沖縄担当大臣と答弁原稿を作成

したであろう内閣府沖縄担当部局が、沖縄（那

覇）と東京の距離が約 1,550 km であること

を把握していたことは確認できる。

この 2 年後の 2004 年、内閣府沖縄担当部

局は、東京と沖縄（那覇）の位置関係を誤っ

た『沖縄の振興』を公表する。その 9カ月前

の 2004 年 3 月 25 日、参議院沖縄及び北方問

題に関する特別委員会で茂木俊充沖縄担当大

臣は次のように答弁している。

沖縄、私先ほども答弁で申し上げましたよ

うに、この半年の中で六回ですから、月に一

回訪問させていただきまして、それぞれの地

域、もう自分の目で直接見たつもりでありま

す。そこの中で、確かにポテンシャルの高い

地域だなと、こんなふうに考えております。

（中略）やはり地理、地域、地理的な優位性と、

こういう問題でありまして、東京それからま

たソウル、上海、マニラ、アジアの主要都市

から千五百キロ圏内にあると、正にアジアの

中心的な地理、地理的な優位性を持っている

と。

沖縄島北端の辺戸岬からなら東京が1,500 km

圏内にあることから、この答弁に地理的な誤

りはない。しかし、この 9か月後に「那覇か

ら東京が 1,500 km 圏内」と述べる『沖縄の

振興』が刊行されたことを考えると、危うい

無邪気さを含んだ答弁であった。長径

100 km に渡る沖縄島の南端付近、東京から

約 1,550 km の位置に県都那覇があることを

知らなければ、「沖縄島－東京1,500 km」が「沖

縄島の中心の那覇－東京 1,500 km」に転化

されるまではあと一歩にすぎない。そして、

茂木の次代の小池百合子沖縄担当大臣の時

代、それは起こった。

3．九州・沖縄サミットと沖縄開発庁時代の

地図の誤り

政府による「東京が那覇の 1,500 km 圏内

にある」という地理的事実の誤認が確定した

のは 21 世紀の初頭だが、この時期の沖縄に

関する政治史において基地問題と並び最も大

きなものが 2000 年 7 月に開催された九州・

沖縄サミットである。外務省が作成した公式

HP には、『開催県の概要』22）として「沖縄

の地理」について説明するページへのリンク

が設けられている（第 4図）。

第 4図の段階で、すでに「奄美諸島が鹿児

島県ではなく沖縄県に属している」という外

交舞台にふさわしくない誤りが含まれてい
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る。そして、奄美諸島の帰属もわからない者

が作成したのだから当然というべきか「沖縄

の地理」のページ23）の内容も稚拙である。

当該ページは沖縄の「位置と地形」を説明す

る次の文章と、『OKINAWA 位置図』という

地図（第 5図）で構成される。

位置と地形（中略）沖縄県の県庁所在地で

ある那覇と東京間を半径とする、1500 km の

円内には、上海や台北、香港、ソウル、マニ

ラなど、アジアの主要都市があります。すな

わち、沖縄は、中国、東南アジア、オセアニ

アなどに最も近い距離に位置する日本の南玄

関といえます。

那覇市役所や沖縄県庁と東京都庁や国会議事

堂までの距離は約 1,550 km だが、那覇市の

北東端と東京都西多摩郡檜原村の南西端まで

の距離はほぼ 1,500 km（約 1,503 km）なので、

「那覇と東京間を半径とする、1500 km の円」

第 4図　外務省「九州・沖縄サミット　開催県の概要」のページ

・外務省ホームページ（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/ko_2000/outline/jp/index.html）から転載し加筆。
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第 5図　外務省『OKINAWA 位置図』とその掲載ページ

・外務省ホームページ（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/ko_2000/outline/jp/okinawa/oki0101.html）から転載。

原図はカラー。
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という表現は何とか許容できる範囲だろう。

しかし、東京都の端まで範囲を広げなければ

誤りになる表現に無理があることは否めず、

「東京は那覇から 1,500 km 圏内」という致命

的な一線まであと半歩のところで踏みとど

まっているにすぎない。実際に、同じ『開催

県の概要』（第 4図）からリンクが貼られた「福

岡の地理」のページでは、「福岡－東京間の

距離 1,100 km〔実際の距離は約 880 km〕に

対して、福岡－ソウル間 540 km、福岡－上

海間 870 km」24）という致命的な誤りを犯し

ている。

そして、ここに付された『OKINAWA 位置

図』は、その半歩がたやすく踏み出されてし

まうことを予感させるに十分である。この図

の問題点は田代25）が再三指摘しているが改

めて列挙すると、（1）那覇からの等距圏が正

円で描かれており、この場合経緯線は直交し

た状態にはならない。しかし、本図は直行し

た経緯線に同心円を重ねており、理論的に矛

盾する。その結果、（2）等距離線が正しく描

画されていない。例えば、那覇と仙台の距離

は約 1,820 km だが、この図では 2,000 km よ

りも遠い位置に仙台が描画されている。また、

文章で「那覇と東京間を半径とする、

1500 km の円」とありながら、この図からは

東京が那覇から 1,500 km 付近にあるように

見えない。さらに、（3）河川と国境線が同じ

色で描画されており判別できない、（4）ラオ

ス－タイ間など各所の国境線が描画されてい

ないなど、沖縄とアジアとの親和性への強調

とは裏腹にアジア各国への配慮を欠いたもの

になっている。

作成主体は外務省だが、サミットという政

府あげての行事で、沖縄が主要な舞台になっ

ていることから、内閣府沖縄担当部局（当時

は総理府沖縄開発庁）も本図や本ページの記

述に全く関わっていないとは考えにくい。ど

の程度沖縄担当部局の関係者が携わったかは

今後の検討課題だが、少なくとも、サミット

という国家行事にふさわしくない沖縄の地図

を政府が公式に提示したことについて、沖縄

を専門とする部局が何らチェック機能を果た

せなかったことだけは確実である。

また、直接の因果関係の検討は今後の課題

だが、『沖縄の振興』（第 2図）には、本ペー

ジからの影響が指摘される。まず、沖縄の地

勢を記述する文と、その下に地図を配置する

構図が類似し、文面も似通う。また、『沖縄

の振興』2頁左側の地図（第 2図の A 図）は、

那覇を中心とした同心円を用いる構図など、

『OKINAWA 位置図』との類似性がある。もっ

とも、那覇中心の同心円を描画した地図は

『OKINAWA 位置図』以前にも多数刊行26）

されていることから、『沖縄の振興』の地図

もこれら多くの地図の影響を受けて作成され

たと考えられる。しかし、その中でも

『OKINAWA 位置図』は『沖縄の振興』刊行

直前に政府が刊行したもので、本図を沖縄関

係部局の関係者が全く見なかったとは考えら

れないことから、影響関係を想定するのが自

然だろう。

また、『沖縄の振興』2頁右側の地図（第 2

図の B 図）は、沖縄担当部局の前身にあた

る沖縄開発庁刊行の報告書『沖縄の振興開発』

の巻末地図（第 6図）の後裔であることが構

図からも確実視される。しかし、この地図は

琉球弧の北半を占める薩南諸島が丸ごと抹消

されており、位置が間違っているにしても薩

南諸島を描画している『沖縄の振興』以上に

酷い出来である。もっとも、『沖縄の振興』も、

第 6図の段階では描かれていた中国大陸を抹
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消してしまっており、結局両者ともに失格で

あることに違いはない。

なお、『OKINAWA 位置図』の誤りに気付

いた田代は、「すぐに外務省に連絡をしたの

ですが、訂正されることはなく今もそのまま

になって」27）いると述べている。田代の指

摘に耳を傾け反省する姿勢が政府に多少なり

ともあれば、その後の『沖縄の振興』や政府

答弁の誤りはなかったかもしれない。

Ⅳ．沖縄県側の地理的認識とその問題点

ここまで示してきた「本土」側の沖縄に関

する無知無配慮というべき地図や言説に対し

て、沖縄の政治家が指摘や抗議等を行ったと

いう記録は管見の限りない。『沖縄の振興』

の地図は、沖縄県知事以下多くの県関係者が

出席する『沖縄振興審議会』の配布資料28）

にほぼ毎回掲載されており、第 22 回審議会

（2013 年）では山本一太沖縄担当大臣が「ア

第 6図　沖縄開発庁『沖縄の振興開発』巻末掲載の「沖縄県の距離図」

・沖縄開発庁（1998）『沖縄の振興開発　平成 10 年』63 頁（65％に縮小）の図に加筆。原図はカラー。
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ジアにおける沖縄の地理的な優位性、那覇か

らぐっと円を描くと、この 1,500 キロ圏内に

東京も北京もソウルも香港も上海も全部入

る」29）と、国会答弁と同じ誤り（北京が新

たに加わっている分、国会答弁よりも酷い）

を含んだ発言をしているにも関わらず、であ

る。それにとどまらず、沖縄側が作成した沖

縄中心の構図の地図にも少なからぬ誤りが含

まれている。

沖縄県のホームページを例に取れば、『沖

縄の位置』のページに掲載されている地

図30）は沖縄中心の正距方位図法で描画され

た科学的に正確なもので高く評価されるが、

子ども向けの『沖縄の位置（いち）』のペー

ジに掲載されている『那覇を中心とした地

図』31）は投影法や東京の位置に誤りがある。

さらに、商工労働部の『沖縄県の地理的環境』

のページ32）の地図（第 7 図）は、沖縄島の

大きさの誇張は意図的な主題の強調だと許容

しても、サハリンや千島列島の形状を大きく

誤り、香港の位置を誤っているなど、「地理

的環境」を名乗れる水準の出来ではない。

さらに、那覇市ホームページの『那覇市の

位置と面積』（第 8 図）に示された地図『那

覇市　各都市との距離』33）は、『沖縄の振興』

（第 2 図）以上に那覇からアジアの各都市と

の距離を誤っており、付された文章も「〔那

覇市・沖縄は〕東南アジアの各都市を結ぶ要

衝の地点」と、地理的に正しいとは言い難い

内容が含まれている。

第 7図　沖縄県ホームページ『沖縄県の地理的環境』のページと地図

・沖縄県ホームページ（https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/shoko/kigyoritchi/okinawa_chiritekikankyo.html）から転載し

加筆。原図はカラー。
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「本土」からの植民地支配・辺境扱いの中で、

みずからの運命をみずから決める自由を持つ

ことができなかった34）沖縄の人々が、米軍

の『太平洋の要石』論や「本土」側からの差

別的処遇、あるいは沖縄オリエンタリズ

ム35）との長年の格闘を通じて、沖縄を中心

にアジア全体を俯瞰する視点を自覚36）し、

その地理像を「沖縄は東アジアの中心」37）

として日本政府にも一定共有させ得たことは

一つの達成である。しかし、その成果が科学

的正確性を欠く夜郎自大的な地理的認識の域

を出ない限りは、新たなオリエンタリズムの

変種に過ぎないとも言えよう。

もちろん、近世以降一貫して支配者・抑圧

者側であり続け、今日も上位権力を行使する

立場にある中央政府の地図や地理的認識の誤

りと、沖縄側の誤りを同一の俎上で扱うこと

はできない。少なくとも、沖縄側も地図の扱

いや地理的認識に誤りがあるという事実が、

日本政府の地図の誤りや地理的認識の誤謬か

ら生じる責任を僅かなりとも減殺することは

ない。それでも、本稿で取り上げた本土側の

沖縄に対する明らかな認識の誤りや軽視・蔑

視の証拠というべき地図や言説の数々に対し

て、有効な対抗言説を構築してこられなかっ

たことについては、沖縄側の反省も必要だろ

う。

Ⅴ．結論と今後の課題

本稿では、内閣府沖縄担当部局作成の『沖

縄の振興』の地図・記述の誤りを手掛かりに、

第 8図　那覇市ホームページ『位置・面積』のページと地図

・那覇市ホームページ（https://www.city.naha.okinawa.jp/admin/cityhall/profile/itimenseki.html）から転載し加筆。原図

はカラー。
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日本政府や国内外の政治家の沖縄に関する地

理的認識の歪みとその系譜を検討してきた。

知見をまとめると次のようになる。

（1）日本政府内閣府沖縄担当部局は、所在

地である東京の位置を正しく認識できていな

い。さらに、東京と那覇の位置関係も適切に

理解できていないばかりか、その不理解のさ

まを公式パンフ等で内外に広く示している。

（2）政府の地理的認識の問題を正すべき与野

党の政治家等も、沖縄選出議員を含めて国会

で事実と異なる地理的認識を開陳してきた。

（3）国会に招致された『有識者』は、事実と

異なる地理的知識を垂れ流し、問題の拡大に

加担した。（4）沖縄への地理的認識の誤謬は、

「沖縄の地理的優位性」を主張していたアメ

リカ時代に既にあり、これが日本の政府や政

治家にも受け継がれた可能性がある。（5）そ

れでも 2002 年までは東京と那覇の位置関係

について正確な理解を示す政府関係者もいた

が、2004年には失われ今日に至っている。（6）

本土側の無理解の被害者というべき沖縄側で

も、地図の誤りや地理的認識の誤謬は少なく

ない。

もちろん、2004 年に決定的な誤謬を犯す

に至るまでの政府内部での具体的な動向や、

プライス報告（勧告）に代表されるアメリカ

側の認識の誤謬が日本政府に与えた影響、沖

縄を中心に等距線を描画した構図の地図の系

譜、国会議事録以外の資料を用いた沖縄に関

する地理的認識（とその誤り）の系譜の検討

など、本稿では扱い切れなかった論点も少な

くない。今後の課題は多く残されているもの

の、アメリカ統治時代からの「沖縄の地理的

優位性（それゆえの米軍基地配置の正当性）」

という言説の科学的根拠の希薄性と、それを

省みず誤った地理的言説を垂れ流し続ける政

府や政治家、『有識者』の軽薄性は、十分本

稿で明るみに出せたであろう。

『沖縄の振興』の誤りを長年放置して憚ら

ない日本政府の態度からは、沖縄を理解し、

事実に立脚して合理的に政策を立て、誠意を

尽くして沖縄側の理解を得ようとする意思は

感じられない38）。それどころか「せめて体

面だけでも取り繕う」という社会人として最

低限の常識があるかも疑わしい。松島（2011）

は本土側の沖縄への差別的な態度を告発しつ

つも「本土の権力者は基地負担を沖縄に求め

る際に、自分がいかに沖縄を理解し、同情し

ているかを力説することを忘れない」39）と

述べているが、これはまだ甘い評価であった

のかもしれない。他方で、沖縄選出議員を含

む沖縄側の地理的知識も正確性を欠くものが

少なくないことも看過できない。

アメリカ、日本本土、沖縄の各主体とも、

沖縄の（東）アジア近隣地域との地理的な近

接性と利用価値を強調するときには沖縄と各

地の距離を実態よりも過少に、沖縄の地理的

な隔絶性を強調するときには距離を過大に表

現する傾向がある。このような歪みが、意図

的なのか不勉強の結果なのかは判定しがたい

が、その時々の発言者の都合に応じて、地理

的事実が捻じ曲げられることが許されるわけ

はない。立場に関係なく、特定地域をめぐる

政策議論は、基礎となる地理的事実に基づい

てなされることが、公正を基調とする民主的

法治的な社会において必須の条件であると、

今一度確認されなければならない。

また、本稿で取り上げたような沖縄の地理

的環境を強調した政治論議は、一般に「地政

学」や「地政言説」の名で概括され、それら

を批判的に検討した成果も多い40）。本稿で

参照した地図や言説も、政治の場で沖縄の地
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理的環境を引きながら語っているのだから、

地理－政治的な言説ではあろう。しかし、山

﨑（2013）が述べるように「地政言説は（中

略）真実味をおびるために物質的な基礎とし

ての「事実」から構成される必要がある」41）

ならば、本稿で示した珍妙な地図や地理的誤

謬を含む言説には、「地政言説」という用語

が与えられる資格はない。これらは、本来政

治の場で吟味されるべき価値を認められない

「言説もどき」と言われるべきだろう。

しかしながら、現実には、プライス報告（勧

告）をはじめ、これらの言説は、基礎となる

物質的な事実自体の認識に誤りがあったにも

関わらず、今日まで一定の実効力を有してき

た。「地政言説」の批判的検討が重要である

ことを前提として、同時に物質的基礎を欠き

本来なら説得力を持ちえない「地政言説もど

き」が、さも「地政言説」のように扱われ、

流布されていく構造が現実にあるのならば、

それを析出し、検討・解体していくことも地

理学の課題であるべきだろう。

〔付記〕本稿の骨子は 2019 年 11 月 30 日の

第 31 回立命館地理学会大会で発表した。当

日、生後四か月の風邪気味の長男を置いての

京都出張を許してくれた妻と長女に感謝しま

す。なお、内閣府沖縄振興局ホームページの

『沖縄の振興（2017 年版）』のページは、本

稿脱稿後、『パンフレット（概要資料）』に差

し替えられた（2020 年 6 月 5 日現在）が、

本稿で指摘した地図等の問題点は新パンフで

もそのままになっていることを付記する。
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